
 
平成 30 年度在宅医療・介護連携推進 取り組み事業について 

 

１．事業概要 

在宅での療養を望む市民やその家族が安心して生活を送ることができるよう、

在宅療養支援診療所などを増やす取り組みや、医療関係者・介護関係者の連携

強化、在宅療養についての啓発のため、各種事業を実施します。 

 この事業は、平成 27 年度から介護保険法の地域支援事業の包括的支援事業の

在宅医療・介護連携推進事業として位置付けられ、全国的に取り組むこととな

りました。 

 なお、厚生労働省が掲げる在宅医療・介護連携推進事業の具体的取り組みは

次の８項目です。 

（ア）地域の医療・介護の資源の把握 

（イ）在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討 

（ウ）切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築推進 

（エ）医療・介護関係者の情報共有の支援 

（オ）在宅医療・介護連携に関する相談支援 

（カ）医療・介護関係者の研修 

（キ）地域住民への普及啓発 

（ク）在宅医療・介護連携に関する関係市区町村の連携 

 

２．横須賀市の取組事業 

 ※（ ）内のカタカナは厚労省の示した事業項目です。  

（１）在宅療養連携会議の開催（イ）  

 ◎ 全体会議     年間４回 

 

 ◎ 専門部会     年間４回×３チーム 

 広報啓発検討専門部会（Ａチーム） 

（キ） 在宅療養シンポジウムの開催 

（キ） 横須賀版リビング・ウィルの普及方法の検討     

             

連携手法検討専門部会（Ｂチーム） 

（カ） 広域多職種合同研修会の開催（センター拠点で実施） 

 （ウ） 在宅療養連携よこすかエチケット集の普及・改訂 

 （オ） 多職種連携による相談対応体制の構築にむけた検討 

 

 研修・セミナー検討専門部会（Ｃチーム） 

 （カ） 病院出前セミナーの開催 ※ 

 （カ） 介護職向け在宅療養セミナーの開催 
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（２）センター連携拠点実施事業 

      病院長会議の開催 

  （キ） 市民向け出前講座の実施 

  （カ） 広域多職種合同研修会の開催（再掲） 

  （エ） 在宅患者情報共有システムの管理運営、普及および運用 

      ブロック連携拠点との連絡調整 

  （ウ） リンク・パスポートの作成（増刷） 

 

（３） ブロック連携拠点実施事業 

  （ウ） 在宅医療ブロック会議の開催 

  （カ） 地区別多職種合同研修会の開催 

  （オ） 相談窓口の設置 

  （オ） 在宅医サポート隊パイロット事業（東・西南ブロック） 

      センター連携拠点、他のブロック連携拠点との連携 

 

（４）事務局実施事業 

  （カ） 在宅医同行研修 ※ 

  （カ） 医師向け在宅医療セミナーの開催 ※ 

（カ） かかりつけ医セミナー ※ 

（ウ） 退院調整ルール配布等 

  （エ） 多職種連携担当者会議ルールづくり 

  （キ） 市民向け出前トークの実施 

  （ク） 二次医療圏内・関係市町連携の取り組み 

                       

                        ※：市・医師会主催事業 

 



平成 30年度在宅医同行研修企画書（案） 

 
 
１ 趣  旨   市民が安全で安心な在宅療養生活を送るためには、それを支える地域の在宅

医の存在は欠かせない。2018 年３月１日現在、在宅療養支援診療所として 43

の診療所が登録しているが、団塊の世代が後期高齢者になる 2025 年を見据え、

在宅医を増やすことは喫緊の課題である。 

         また、すでに在宅医療を行っている医師のスキルアップや在宅医同士の診診

連携、病院勤務医に在宅医療の現場について認識を深めてもらうことも病診連

携の視点から重要であると考える。 

そのため、在宅医療の実施の有無、あるいは開業医・勤務医の別にかかわら

ず、多くの医師や病院看護師にベテラン在宅医の現場を体験していただく機会

を用意する。 

 

２ 主  催  横須賀市 

        一般社団法人横須賀市医師会 

 

３ 対  象  ①診療所医師 

・在宅医療未参入の開業医 

        ・スキルアップを目的とした在宅医療参入済み医師 

        ②市内病院勤務医・看護師・その他コメディカル 

その他研修を必要とする職種 

 

４ 受講可能回数  原則として年間１回／１受講者 

（平成 31年１月１日時点で、実施予定数に満たない場合はこの限りではない） 

 

５ 実施方法  ①市から指導医を依頼する。 

②希望者（受講者）は申込書を横須賀市地域医療推進課へ送付（随時受付） 

        ③市は指導医を選定し、マッチングを行う。 

        ④マッチング結果（決定連絡票）を申込者へ送付する。 

        ⑤指導医と受講者は調整の上、同行研修を実施する。 

        ⑥指導医・受講者とも、同行研修実施報告書（受講報告書）を市へ提出する。 

        ⑦市は、指導医へ指導謝礼金を支払う。 

 

６ 周知方法  医師会員へ横須賀市医師会から通知する。 

        市内病院へ本市地域医療推進課から通知する。 

 

７ 指 導 医  横須賀市医師会から推薦いただいた医師 

平成 30 年５月 29 日 

在宅療養連携会議 

第１回全体会議 資料６－２ 



 

 

 

平成 30 年度横須賀市在宅医療・介護連携推進事業一覧（予算分） 

 事業内容 事業効果 

１ 

 

 

在宅療養連携会議の開催 （ア、イ、エ、オ） 

在宅療養推進のための多職種連携を図り、課題解決策

を検討する会議を開催する。 

 ・委員数 19 名（内行政職３名） 

 ・全体会議 ４回 

 ・専門部会 ３部会 各４回 

・ 医療・福祉・行政の関係機関が一堂に会し、情報交換や相互理

解を図るとともに、課題解決策を検討し、具体策を提示する。 

 

 

２ 

 

ブロック連携拠点運営委託  （ウ、カ、オ） 

 地域別ブロック連携拠点を市内４か所に置き、ブロッ

ク会議開催、多職種合同研修会等の事業を行うととも

に、地域内在宅医の連携協力体制を構築し、また相談業

務も行う。 

 

地域ブロック連携拠点 ４か所（市内４病院） 

実施事業 

 ・ブロック会議開催 

 ・地区別多職種合同研修会 

 ・サポート隊パイロット事業〔東ブロック・西南ブロ

ック〕 

・ ブロック内で在宅医を中心とした開業医の会議を開き、在宅医

療参入のための相互協力体制を構築することにより、新たな在

宅医療を担う医師を増やす。 

・ ブロック内での多職種研修会は近隣での多職種連携を推進し、

これが開業医の在宅医療参入の動機づけとなり在宅医が増え

る。 

・ 病院がブロック拠点の役割を担うことにより、病診連携が推進

される。 

・ 東ブロックでのパイロット事業においては、新規在宅医の掘り

起こしとサポート及び地域内の在宅医の相互協力体制の構築を

目指す。 

３ 

 

 

センター連携拠点運営委託  （エ、カ、キ） 

 市内全域を対象とした在宅療養推進事業を実施するセ

ンター拠点を医師会に置く。 

 

実施事業 

・広域多職種合同研修会 

・医師による街角出前講座 

・病院長会議 

・情報共有システム普及事業  

・リンクパスポートの作成 ほか 

・ 横須賀市医師会が、病院長会議などを通し、バックベッドの確

保や各種事業を行うことで、病診連携が推進される。その結

果、在宅医にとって在宅患者を受け入れやすい環境ができ、在

宅医の増加につながる。 

・ 多職種合同研修会や患者情報共有システムを普及することによ

り、多職種の相互連携が推進される。 

４ 市民啓発事業  （キ） 

・在宅療養シンポジウム開催 

・在宅療養ガイドブックの増刷 

・リビング・ウィル 

・ 市民に在宅医療・在宅看取りなどについて知ってもらうことに

より、自分や家族の終末期について考える機会を作る。在宅療

養に関する知識が、安心な在宅療養に結び付く一助となる。 

５ 開業医対象研修 （カ） 

・在宅医療セミナー 

・在宅医同行研修 

 開業医を対象とした在宅医療に関するセミナーの開催 

在宅医療に関心のある開業医等を対象に、在宅医療現

場を体験する同行研修の実施 

・ 在宅医の基礎を学ぶセミナーの場や実際の現場を体感してもら

うことにより、開業医師に在宅医療参入へのきっかけを作る。 

 

 

６ 病院医療職対象研修 （カ） 

・病院内在宅療養出前セミナー 

病院の勤務医、看護師等を対象とした研修の開催。病

院内で開催する。 

・ 在宅医療の現場を知らない病院の勤務医や看護師等に在宅医療

の現実を知ってもらうことにより、より安心な在宅療養に向け

て、退院調整がスムーズになる。 
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７ かかりつけ医セミナー （カ） 

診療所医師を対象に、「かかりつけ医」としての必要

な知識の習得や意識の醸成を目指すセミナーを開催す

る。 

・ 研修により「かかりつけ医」としての開業医の意識の醸成を図

り、在宅医（在宅療養診療所）の増加へとつなげる。 

８ 介護職対象在宅医療セミナー （カ） 

ケアマネジャー、ヘルパー等介護職を対象とした医療

に関するセミナーを開催する。 

・ 介護関係者が在宅療養に必要な医療的知識を学ぶことにより、

医療関係者と介護関係者の連携が強化される。 

９ ４市１町在宅医療・介護連携推進担当者会議（ク） 

 横須賀・三浦二次医療圏内の各市町の担当者が参加す

る会議の開催。 

参加 横須賀市、鎌倉市、逗子市、三浦市、葉山町 

・会議をつうじて、二次医療圏内での連携推進を図る。 

   ※上記以外に、予算はついていないが実施する、あるいは検討する事業があります。 


